
【ポイント制のピンチをチャンスに】  

 

元々福岡県内で小売業の三代目として商店街活動を行ってきました。平成２年に

開始した地域ポイント制（当初はスタンプ・シール）が、想定外の展開【まとまった商業

集積がなく、地域内に商店や事業所が点在している状態でも成り立つ】となり、しかも、

【最寄り品業種（食料品等）が中心であった本事業が、買い回り品（客単価が高く、購

買頻度が低い業種）でも有効】であるという道が開けました。つまり、不特定多数の消

費者を対象とする、ほとんどの業種・業態で参加可能な販売促進策として、一種の

『地域起こし事業』となったのです。 

 

 そんな中、近年、ＱＲコードによるキャッシュレス化が広まり、『キャッシュレス』のイメ

ージが、『プリペイド』だけではなく、以前からあった『クレジット決済でポイント』に消費

者の目が向いたのです。【同じクレジットカード等で決済をすれば、大手量販店、コン

ビニ、地域商店のいずれで買っても同じポイントが付き、それぞれのポイント制の存

在意義がなくなりつつあるのです。】 

 

さらに、『プリペイド』による『キャッシュレス化』には、何らかの『プレミアム』が必要

で、システム導入に国の制度を活用した場合、そのプレミアム分まで「制度」に頼ると、

その期間終了後、運営困難となる状況が各地で起きています。そのため、プレミアム

分については、自己財源または、既存の地域ポイント制との連携が不可避と。 

 

これら『キャッシュレス化』の弊害を、2022 年１月より各地の商店街仲間、支援機関、

専門家等、約二十ヵ所に連絡。そのうち、北海道商店街振興組合連合会より依頼が

あり、昨年、4 月、5 月、6 月と月刊紙へ投稿。次は東京の烏山駅前通り商店街より、

世田谷区が国の支援により開始した全国最大級の「せたペイ」が、支援期間も終わり、

プレミアム分を区内の商店街ポイント制と、連携できないかとのご相談が来ました。 

 

顧みると平成の時代にスタンプ・シールを、カード化して業績が改善した地区は全

国でも皆無でした。果たしてそれは、「不況」のせいだったのでしょうか？それどころか、

『システムの IT 化』では、問題は解決しないことも明確になったのです。そして今、ス

タンプ・シール、各種カード、QR コード等『ツール』以前の問題があったのではと？ 

 

◆緊急課題 ❶ポイント制による『顧客満足と店の利益確保の両立』、❷現金で買う

人より、ポイントやスタンプで買う（払う）お客様を優遇歓迎、❸ポイント制による、社

会（地域）課題解決策、❹顧客情報を『個別管理しない固定客化』を目指す、❺業

種により異なるポイント制の業種別個店有効活用法の徹底。 



◆また近年、「景品にポイント」、「抽選でポイント」、「条件付きポイント」等、【思惑ポイ 

ント】が一般化し、本来の「優良顧客さんほど多くの還元」という大原則が歪められ

ています。実はそれらの対策は、大手量販店等の【１ポイントから使える方式】では

なく、地域ポイント制等の【満点方式】のほうが低コストで出来る改善策が多く、遥か

に有利なのです。 ➡満点方式の特性 ➡【満点になる優良顧客さんで、現金で買

うよりスタンプ・ポイントで買う（払う）方々を優遇・歓迎）】できるのです。 

 

◆似て非なるポイント制 ➡ポイント制には、❶単独ポイントと、❷共通ポイントがある。 

❶単独ポイント ➡量販店やチェーン店他、個店で付与し、その店だけで使えるも

の。➡付与する時点でポイント経費が掛かっていないので、店頭回収が【値引き損】

となる。結果、３倍、５倍という付与は実施するも、その回収企画は行いましません。 

❷共通ポイント ➡地域共通ポイントは、加盟店が主催団体（商店街他）から事前

にポイント等を購入し、付与する時点で経費が掛かっているため、店頭回収が【売

上げ益】となります。そのため、【現金で買うより、ポイントで買う（払う）顧客さんを通

年で優遇・歓迎できる（常時５倍出し回収・ポイント払い分のみ。）➡例えば現金で５

００円払ったお客さんには５ポイントですが、ポイントで５００円払えば常時２５ポイン

ト）】 ➡この時、５倍の４倍分は主催団体が販促費として賄い参加店の負担は無し。 

 

◆ポイント制の新たな役割 ➡従来の販売促進策に加え、少子高齢化や環境問題な

ど、社会（地域）課題の解決の一助と。（ ➡特定健診の促進、学童保育の支援・他） 

 

◆ポイント制の真髄 ➡買い上げ額に応じたポイント制は、「多く買った人（あるいは

結果的に高く買った人）ほど多くの特典」がある。つまり、店に利益をもたらす優良

顧客さんほど、多くの恩典があるという普遍的な公平性が不可欠です。 

 

◆「個別管理しない固定客化」 ➡ポイント制で情報を集めて顧客管理、という発想が

平成の時代にありましたが、多額の経費を掛かけた割に効果は現れていません。

特に同業者も多い商店街等では、顧客情報の共有化は不可能でした。そんな中、

【個別管理しない固定客化】という取り組みが普及しました。【満点になる優良顧客

さんを優遇・歓迎する】上記の手法で、個人情報に触れず個定客化を目指します。 

 

◆消費者も中小企業経営者も、今後、高齢化が進む中、そこにコロナ禍等の影響も

あって、この先、地域商店の廃業が懸念されます。ここで、地域ポイント制の発想を見

直し、高齢社会に無店舗地区を作らないことが課題となります。 








